
新型コロナウイルス感染症がパンデミック

となり、経済への影響も出ています。この影

響で業績が悪化し、社長をはじめとした役員

への報酬（以下、役員給与）を期中で減額せ

ざるを得ない法人もあるでしょう。法人税を

計算する上で、役員給与は従業員への給与と

取扱いが異なります。今回は、法人税におけ

る役員給与の基本的な取扱いと、役員給与の

減額について確認しましょう。

（1）法人税における役員

法人税での「役員」は、会社法より範囲が

広く、具体的には次のとおりです。

（※）株主グループ3つまでの組み合わせで資本⾦の過半数を占める法⼈

また、法人税では、取締役部長や取締役工

場長等、役員でありながら使用人としての地

位を有し、常時使用人としての職務に従事し

ている者を「使用人兼務役員」といい、その

者への給与のうち、使用人部分を除いた給与

を役員給与として取扱います。

（2）従業員への給与との違い

従業員と役員の給与の違いは、下表のとお

りです。役員給与は、基本的に法人と役員と

の間で交わされた委任契約に基づき、“職務

執行の対価”として支払われるものです。

また、役員給与として法人税の計算上、損

金として認められるものは、次の3つのいず

れかに限られています。

なお、上記のいずれかに該当しても、不相

当に高額であるなど一定の場合には、損金と

して認められません。
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法人税における役員給与とは

次のいずれかに該当＝法人税における“役員”
① 法⼈の取締役、執⾏役、会計参与、監査役、

理事、監事及び清算⼈
② 取締役⼜は理事となっていない総裁、副総裁、

会⻑、副会⻑、理事⻑、副理事⻑、組合⻑等
③ 合名会社、合資会社及び合同会社の業務執

⾏社員
④ ⼈格のない社団等の代表者⼜は管理⼈
⑤ 法定役員ではないが、法⼈が定款等において役

員として定めている者
⑥ 相談役、顧問などで、その法⼈内における地位、

職務等からみて他の役員と同様に実質的に法⼈
の経営に従事していると認められる者

⑦ 同族会社※の使用⼈のうち一定割合の株式保
有（出資）等をしており、法⼈の経営に従事し
ている者

支
払
先

支払の対価（給与）

基本的な性質 法人税の計算上
損⾦となる要件

従
業
員

法⼈と従業員との間で
交わされた雇用契約に
基づき、“労働の対価”
として支払われるもの

過大なものと認められる
など一部例外を除き、損
⾦として認められる

役
員

法⼈と役員との間で交
わされた委任契約に基
づき、“職務執⾏の対
価”として支払われるも
の

次のいずれかに該当し、
高額等でないこと
①定期同額給与
②事前確定届出給与
③業績連動給与

概要
①
定期同額
給与

1か月以下の期間ごとに支給される給与
で、その事業年度の各支給時期における
支給額⼜は手取額が同額である給与そ
の他一定の給与

②
事前確定
届出給与

①⼜は③以外で、あらかじめ定めた支給
時期や支給額等に基づき支給する給与
等（一定の場合を除き税務署へ期限内
の届出が必要）

③
業績連動
給与

業務を執⾏する役員に対して支給する一
定の指標等に基づき連動する給与で、一
定の要件に該当するもの
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業績悪化による給与の減額

法人の経営状況が著しく悪化したことなど

の理由（以下、業績悪化事由）により、その

事業年度において給与の減額を行う場合に、

支給する役員給与の全額を損金として認めて

もらうには、次の点に留意します。

業績悪化による給与の減額について、2つ

のケースをご用意しました。減額する際の留

意点をご確認ください。

なお、一時的な資金繰りの都合や、単に業

績目標値に達しない、あるいは利益調整など

の理由で行う給与の減額は、業績悪化事由に

該当せず、減額前後の差額は損金として認め

てもらえません。

役員給与の減額を検討される際には、当事

務所へご相談ください。

留意点
①
定期同額
給与

その事業年度の各支給時期における支
給額⼜は手取額が改定前と後で各々同
額であること

②
事前確定
届出給与

減額の決議日から1か月を経過する日
（それまでに支給日が到来するときは支
給日の前日）までに変更の届出を⾏う

 

ケース１．定期同額給与の減額を期中で⾏う場合 
 

同額（＝定期同額給与） 同額（＝定期同額給与）

2月 3月 4月 5月 6月 7月

120万

9月 10月 11月 12月 1月 8月

80万

業績悪化事由による改定

8 月決算法⼈が、業績悪化事由により、5 月支給分の役員給与から 120 万円を 80 万円へ減額 

ケース２．事前確定届出給与の減額を期中で⾏う場合 
 

8 月決算法⼈が、12 月と 6 月に各 120 万円支給する役員給与を決議した届出済の事前確定届出給与に
ついて、業績悪化事由により、6 月の支給額を 120 万円から 60 万円へ減額（減額決議日︓4 月 20 日） 

（※）決議日（4/20）の翌日（4/21）が起算日となり、翌月における起算日に応答する日（5/21）の前日（5/20）が“1 ヶ月を経過する日”となります。 
（1か月を経過する日※）

2月

120万

9月 10月 11月 12月 1月 7月 8月

60万

3月 4月 5月 6月

業績悪化事由による改定

減額決議日4/20 変更届出期限5/20※
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